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   議会招集権を議長にも付与することを求める意見書 

鹿児島県阿久根市議会において、市長が議会を招集せず、専決処分の強行を繰り返すと

いう異例の事態が起きた。議会自体は、再三にわたる議長等からの開催要望を受け、開か

れることとなったが、議会制民主主義を否定するものであり、議会招集権に対し、大きな

問題を提起することになった。 

現在、議会の招集権は、地方自治法第101条により、首長のみに与えられているが、阿久

根市議会の事例は、地方自治法に基づく二元代表制における議会の在り方として、執行機

関のトップである首長だけが議会の招集権を持つことの非合理性を端的に表している。 

これを受けて、全国都道府県議会、全国市議会、全国町村議会の３議長会が「一部の自

治体の長が法令の規定に違反し、議会の権能を封じ込める異常な事態が発生している」と

する緊急声明を総務大臣に提出し、法整備の要望にまで言及した。 

現行の地方自治法では、議会には招集の請求を首長に対してできるのみに止まっており、

最終的に開催するか否かの決定は、首長に委ねられている。 

行政の執行内容を確認するという議会でのチェック機能を担保するためにも、議会の正

常な開催が必要不可欠であり、そのためには、招集権を首長だけではなく、議会の代表で
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ある議長にも付与することが必要である。 

よって、本区議会は国会及び政府に対し、議会招集権を議長にも付与するよう強く求め

るものである。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 


